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一 般 質 問 通 告 要 旨 
 

令和８年第２回（３月）定例会 

 

 

１ 天 野 京 子 

 

１ 妙高杉ノ原マウンテンリゾート開発に伴う戦略ロードマップ及びプロジェクトチー

ムの役割について 

1) 令和６年度の春にプロジェクトチームを発足しているが、設置の目的・メンバー

の構成や役職等の内容、また、どのような考えで設定したのか。 

 

2) プロジェクトチームでは、「リゾート開発に伴う課題」と「外国人との共生」の二

つのテーマを掲げて取り組んでいると聞いているが、課題の抽出を含む会議での検

討内容、取り組みの方向性はどのようか。 

 

3) プロジェクトチームが発足してからの１年間は、観光商工課、環境生活課、建設

課、地域共生課の４課でスタートしたと聞いており、インフラ整備等のハード面を

中心に取り組んできたものと考えているが、課題の洗い出しとその対応はどのよう

か。 

 

4) 令和７年度には開発許可等の規制を強化する条例が制定され、さらにはプロジェ

クトチームが４課から 12 課に増え、新たなメンバーが加わったと聞いている。その

理由及び課題の洗い出しはどのように進んだのか。 

 

5) 現在、プロジェクトチームのメンバーとなっている職員が配置異動した場合、そ

のメンバーが入れ替わることはあるのか。また、積み上げてきたものの引き継ぎ等

はどのようになるのか。 

 

6) リゾートのオープン予定である令和 10 年までの行政としての課題対応を含むロ

ードマップは作られているのか。また、リゾートがオープンした後も新たな課題等

が発生してくると考えるが、プロジェクトチームは継続していくのか。 

 

7) 令和８年度からは全ての課が揃ったプロジェクトチームになると聞いており、ハ

ード面のみならず日本語教育や福祉、多様性の共生に向けたソフト面も含めた課題

などが抽出されるものと考える。既に現場で動いている民間団体や事業者等との連

携を強化していく必要がある。連携についての考えはどのようか。 

 

8) プロジェクトチームの取り組みなど、市でしっかり対応していることを多くの市

民から知ってもらい、安心感を持ってもらうことが必要である。地元地域だけでな

く、市内全域に周知するなど、取り組み状況を適宜お知らせすべきと考えるがいか

がか。 
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２ コンパクトシティ構想における除排雪について 

1) 市街地の住宅街には堆雪場を確保する必要がある。堆雪場の確保や土地所有者へ

の謝礼、原状回復はどのようにされているのか。 

 

2) 住宅の団地や狭い道が多い町内などでは、交通に支障のない道路を堆雪場として

利用している例がある。その経緯や条件について基準があるのか。 

 

3) 居住誘導区域内は通学路や幹線道路への出入り口が多い。積雪量が多い時の見通

しの確保と雪の壁を低くする対応が重要である。子どもたちの安全確保の観点から

も通学路となる道路を中心に、道路除雪と見通しの確保、高い雪壁の除去をセット

にして除排雪に取り組む必要があると考えるがいかがか。 

 

4) 人口減少に適応したスマートシュリンクを推進するため、道路除雪廃止路線を検

討し維持管理費を抑える取り組みをはじめた自治体がある。妙高市において住民の

意見を聞きつつ取り組む必要があると考えるがいかがか。 

 

 

 

 

２ 葭 原 利 昌 

 

１ 今冬の豪雪対策について 

1) 除排雪体制及び実施に係る評価と今後の課題はどのようか。 

 ① 里雪型降雪に対する対応はどのようであったか。 

 ② 流雪溝投入に係る実態と課題はどのようか。 

 ③ 国道、県道除雪に対する連携連絡はどのようであったか。 

 

2) 除雪単価に係る休日割増単価の改定について、県の新年度予算編成を踏まえた市

の対応はどのようか。 

 

3) 妙高市大雪警戒本部の対応に係る評価と今後の課題はどのようか、危機管理の点

で伺う。 

① 除雪作業等に関する市民への注意喚起はどのようであったか。 

② 降雪前からの市民への周知啓発コンテンツの準備はどのようか。 

 

 

２ 妙高市人材育成基本方針について 

   人口減少が進む中にあって、人材はコストではなく、人材を資本として考える人的

資本経営が重要であり、行政戦略と合致した人材育成となっているかどうかが、今後

の行政運営を左右する。 

そして、行政がどのような姿を目指していくのか、その姿をバックキャスティング

して、今から必要な人材を確保し育てていく視点が大事である。 

1) 目指す組織像 『市民起点で未来を創造し、変革に挑むチーム妙高』に向けた取り

組みと進捗状況はどのようか。 
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2) 目指す職員像『対話と情報共有を大切にし、挑戦し続ける職員』に向けた取り組

みと進捗状況はどのようか。 

 

  3) モチベーションクラウドを導入すべきと考えるがいかがか。 

 

4) 人材確保の手法をどのように考えているか。 

 

 

３ 高齢者向けＲＳウイルス予防接種に係る費用助成制度に向けた取り組みについて 

   本年４月より、ＲＳウイルス感染症に対する母子免疫（妊娠中の母親に接種し、生

まれてくる子どもをＲＳウイルス感染から防ぐ）ワクチンが定期接種として開始され

る予定であり、喜ばしいことである。 

    一方で、高齢者の罹患も見逃すことはできない状況にあり、高齢化率が約 40％、慢

性疾患を有する高齢者も多い当市にとって、高齢者の肺炎予防は重要な課題である。 

  1) 母子免疫が定期接種として開始されることを踏まえた、ＲＳウイルス感染症に対

する基本的認識はどのようか。 

     

2) 高齢化率約 40％という本市の状況を踏まえ、ＲＳウイルス感染症による重症化や

入院などの、高齢者に与える影響について、どのように認識しているか。 

     

3) 市民へのＲＳウイルス感染症疾患啓発や医療機関との連携の考えはどうか。 

 

4) 重症化リスクの高い高齢者を対象としたワクチン接種費用助成の検討をしてはど

うか。 

 

 

 

 

３  宮 﨑 淳 一 

 

１ 自転車の交通反則通告制度（青切符）について 

令和８年４月１日から自転車の交通違反に交通反則通告制度が導入される。全国的

に自転車による交通違反の件数や交通事故の比率が増加傾向にある中、令和５年４月

からのヘルメット着用の努力義務化を契機に、自転車の車道通行の原則を一層徹底し、

歩行者との通行区分の明確化が進められている。さらに交通反則通告制度の導入によ

り、悪質な交通違反の取り締まりを強化することで、重大な交通事故の防止が図られ

る。市民の安心で安全な生活確保の観点から、以下のとおり取り組み状況について伺

う。 

1) 自転車による事故等を防ぐため、現在までに市で行われた取り組みはどのようか。 

 

2) 交通反則通告制度は 16 歳以上が対象となるが、市民を対象とした普及啓発や安全

対策をどのように考えているか。 

 

3) 自転車通学をしている高校生への普及啓発のため、市から学校への働きかけはど

のようか。 
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4) 中学生以下を対象とした安全教育はどのように図られているか。また、交通反則

通告制度の導入による学校や地域での取り組みについて、市の考えはどのようか。 

 

5) 各家庭における指導や教育について、市はどのように進めていくか。 

 

6) 駅の利用者を対象としたヘルメットを収納する設備について、えちごトキめき鉄

道や県と協力を図り、導入を進めてはいかがか。 

 

7) 市民の命を守る観点から、歩行者、自転車利用者及び自動車運転者の３者の安全

につながる事業計画の考えはどのようか。 

 

 

２ 市長の公約実現の進捗について 

城戸市長の掲げる公約について、現在までの進捗状況と公約実現に向けたこれまで

の取り組みをどのように評価しているか。 

また、市長任期の最終盤となり、自身の今後の去就はどのようか。 

 

 

 

 

４  堀 田 孝 次 

 

１ 外資系企業による大型リゾート開発を踏まえた「通年観光推進」について 

  当市では、外資系企業（ＰＣＧ）による「杉ノ原マウンテンリゾート開発」が着手

され、国際的リゾート地としてのブランド力向上が期待されている。一方で、地域経

済への波及、地元事業者との共存、通年観光の確立など、多角的な視点での戦略の構

築が不可欠と考え、以下について伺う。 

1)  外資系企業による大型リゾート開発は、冬季中心型観光から通年型観光に転換す

る好機である。この開発を市の観光戦略の中でどのように位置づけ、観光資源の有

機的な結びつきを通じて、真の「通年型国際リゾート都市」を目指し、どのように

展開し、どのようなロードマップを描いているか。 

 

  2） 通年型観光の展開として、春から秋までのグリーンシーズンのコンテンツの強化

策、ナイトタイムエコノミーの創出のほか、国際水準のリゾートとして、ＭＩＣＥ

やワーケーション誘致の可能性はどのようか。 

 

 3） 地元は、大型リゾート開発による地域経済への波及効果を期待する声が強い。地

元雇用を含む雇用創出効果、地元の中小事業者（宿泊・飲食・交通・農業等）との

連携、共存共栄をどのように考え、進めていくか。 

 

  4） 妙高産食材や地元事業者など、大型リゾートで食材、飲料、アルコール、消耗品

等の仕入に使用してもらうことでの市内消費拡大や、市内での調達率向上を、どの

ように考え、進めていくか。 
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5） 大型リゾートへのアクセス道路整備計画や交通渋滞の想定とその対応、道路除雪

範囲の拡大とその体制の構築、上下水道等のインフラ整備はどのようか。 

 

6） そこで働く、暮らす人の増加により、地価上昇や住宅不足などが懸念されるが、

その対応はどのようか。 

 

7) 当市は、令和３年に「ＳＤＧｓ未来都市」として選定されている。環境保全と開

発の両立についての方向性はどのようか。 

 

 8） 大型リゾート開発を契機とする通年観光推進における、ＤＭＯ、観光協会、市の

役割分担は、それぞれどのように考え、進めていくか。 

 

 

２ リゾート地域における防犯と駐車場対策について 

   今シーズンのスノーエリア訪日観光客数は、前年を上回る入込数で、良い状況と聞

いている。それに伴い、赤倉温泉エリアでは、飲酒による喧嘩や騒音などの苦情のほ

か、レンタカーでの訪日観光客も多く、妙高高原地域全体において路上駐車や違法駐

車が、除雪の妨げになっている事例も多いと聞く。このような状況を踏まえ、以下に

ついて伺う。 

1)  訪日観光客の迷惑行為等への対応としては、令和７年３月議会において、トラブ

ル発生の未然防止の取り組み、先進地の視察を通じた対応方法の検討のほか、迷惑

防止条例の制定に向けて検討する旨の答弁があった。その後１年経過したが、迷惑

行為が減少したとは言い難く、まだまだある。具体的な対応をどのように考え、取

り組んでいくか。 

 

  2） 迷惑行為等への対応は、警察との連携、情報共有が不可欠である。喧嘩や騒音等

への対応は、警察と市でどのような役割分担で、どのような流れとなっているか。 

 

  3） 車の当て逃げや違法駐車、路上駐車もあると聞く。その抑止力として、市による

防犯カメラの設置のほか、駐車禁止の看板や標識の整備等が必要と思う。ニセコや

白馬など、先進地の対応を含め、どのように考え、進めていくか。 

  

    4） リゾート地域として公営駐車場整備についても、観光戦略の一部として位置づけ、

地域交通施策等による人の流れとの整合性を図りながら、計画的に進めるべきと考

えるがどのようか。 
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５  宮 澤 一 照 

 

１ 道の駅あらいリニューアル基本計画（案）に係るくびき野情報館建て替えを含む大規

模事業について 

現在、道の駅あらいリニューアル基本計画（案）の中では、くびき野情報館の建て

替えを含む一連の事業について、総額で約 25億円規模とされている。これに対し、本

計画は、現時点「案」の段階であるにもかかわらず事業が進められている。 

また、本事業は防災拠点整備を目的として、国から大きな補助金を受け、市の負担

は数億円とされていることから、将来の当市の財政運営や施設運営の在り方、さらに

はガバナンスの観点からも、市民にとって重要な論点を含んでいると考える。 

1) 現時点において、本計画は正式決定ではなく、「案」の段階であると認識している。 

① 現在の計画の位置付けは、どの段階にあるのか。 

② 今後、事業規模、施設内容、整備手法について見直しや変更が可能なのか。 

③ 最終的な事業決定までの手続きとスケージュールはどのようか。 

 

2) 総事業費約 25 億円の試算内容はどのようか。また、国庫補助金、起債及び一般財

源の内訳と、市の実質的な財政負担は幾らになり、将来の公債費への影響はどのよ

うか。 

 

3) 指定管理者の選定及び管理運営において、ガバナンスの観点から、透明性と公正

性はどのように確保されているか。 

 

4) 道の駅あらいの収支は黒字であり、かつ、非常に集客力のある商業施設である。

過去には、総売上高で日本一になったと聞いている。一方で、当市の財政状況や将

来的な財政推移は厳しいものであると考える。 

① 本来、収益性の見込める施設の整備については、行政に頼るのではなく、施設

の収益を前提にした独自借入等の手法を検討すべきでないか。 

② 市として、行政が直接負担する手法と、事業収益を活用する手法を検討したか。

また、その検討内容はどのようか。 

 

 

 

 

６  渡 部 道 宏 

 

１ ほっとランドの今後の運営予定について 

ほっとランドが再開されることに感謝している。営業の再開に向けて次のことにつ

いて伺う。 

1) 改修工事について、工事概要とその工程はどのようか。 

 

2) 運営はどのように考えているか。 

 

3) 新しい名称の募集は考えているか。 

 

4) 効果的な余熱利用についてどのように考えているか。 
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２ 外国人労働者の受け入れについて 

市内でも労働者不足が顕在化している状況が垣間見える。労働人材の確保は喫緊の

課題だと考える。そこで次のことについて伺う。 

1) 市内における外国人材確保に向けた取り組みはどのようか。 

 

2) 特定技能の市内事業所での採用にあたっての課題はどのようか。 

 

3) 特定技能の転職に向けた支援が必要だと考えるがどうか。 

 

 

３ 物件購入の際の代理人等の選定について 

外国人が市内の物件を購入後、帰国してしまい、物件に問題が起こった際に連絡が

とれない場合もあると聞く。そこで次のことについて伺う。 

1) 固定資産税などの納税通知書は誰に対して送っているのか。 

 

2) 固定資産税の納付状況はどのようか。 

 

3) 物件が購入される際に、連絡のとれる代理人等を指定することはできないか。 

 

 

 

 

 

７  岩 澤   愛 

 

１ 身体の不自由なかたが投票しやすい環境づくりについて 

高齢者や身体の不自由なかたの中には、投票所へ行くことが難しい人もいる。病院

等の指定施設で行う不在者投票や、郵便等による不在者投票の制度もあるが、利用で

きるかたは限られている。そのため、日常生活で介助が必要なかたの中には、投票に

行きたい思いがあっても、行くことをあきらめている人もいる。身体が不自由なかた

も安心して投票できる環境づくりを進め、自分の生きたい社会を選べることが大事だ

と考える。 

1) 不在者投票の制度を利用できない施設利用者が気軽に投票できるよう、施設もし

くは施設敷地内で移動期日前投票ができるようにしてはどうか。 

 

2) 市が所有しているリフト付き車両を活用して、身体の不自由なかたも投票所に行

けるようにしてはどうか。 

 

3) 身体の不自由なかたが、より安心して投票できるように投票支援カードの使用や

受けられる支援の周知を行ってはいかがか。 
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２ 病児・病後児保育について 

子どもは風邪などの感染症にかかりやすく、両親や祖父母にとっては、仕事を休め

ない場合等に病児・病後児保育を利用できることは安心につながる。感染症の流行期

等には、利用希望者が多く、電話がつながりにくい、予約が取れない等の課題もある。

オンラインでの登録や予約ができる制度を導入し、保護者の負担軽減・利便性向上を

図り、子育てしやすい環境整備をすべきでないか。 

 

 

３ 不登校及び不登校傾向児の保護者支援について 

市報みょうこう８月号では不登校児童生徒は減少傾向にあると掲載されているが、

教室外登校や部分登校、授業不参加型、形だけ登校などいわゆる不登校傾向について

は含まれていない。学校等への送迎や保護者の就労への影響、子どもへの接し方の悩

み等、保護者の不安や負担、葛藤があると聞く。一人ひとりの児童生徒が学びを愉し

めるよう保護者支援の充実を図るべきと考える。 

1) 民間のフリースクールを含めた支援チームを作り、広いサポート体制を整備すべ

きではないか。 

 

2) 支援とつながっていない保護者でも必要な情報を取得しやすくなるよう、支援に

関するリーフレットの作成や市ホームページへの情報掲載などに取り組むべきでは

ないか。 

 

 

４ 中学校部活動の地域移行（地域展開）について 

中学校部活動は、令和６年度から段階的に休日活動が休止となり、令和８年度から

は休日部活動が廃止となる。今後の中学校部活動の地域移行（地域展開）について、

具体的にどのようになるのか、この先の計画や見通し、方向性はどのようか。 

 

 

 

 

 

８  渡 邉 能 成 

 

１ 障がい者及び要介護者への支援拡大について 

交流人口拡大等に向けた施設整備は重要であるが多額の予算が必要となる。「誰もが

安心安全なまちづくり」を進めるためには、その予算の数パーセントで良いから、体

の不自由な方々や介護が必要な方々への支援を拡大すべきと考える。 

1) 障がい者日常生活支援事業は、重度障がい者等に対し、日常生活用具等を給付す

る事業であるが、給付に係る基準額は何年も変更されていない。物価が高騰する中、

基準額の見直しを図るべきではないか、市の考えはどのようか。 

 

2) 福祉タクシーの利用料金助成について 

 ① 妙高市福祉タクシー利用料金助成規則の第４条第３項第１号に「定期的な通院

が必要なもので」とあるが、不定期で各種検査で利用が必要な場合も該当させる

べきではないか。 
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 ② 同項第４号に「当該高齢者の扶養義務者となる子がいないもの」とあるが、車

いす利用者や寝たきりの方々を病院へ連れていく場合、自家用車での通院は難し

く、扶養義務者がいた場合でも福祉タクシーが必要となるため、助成が必要と考

えるがいかがか。 

 ③ 第８条に「限度額は一年度につき２万円」とあるが、例えば新井から上越総合

病院まで、片道１万 3000 円往復２万 6000 円程度を要する現状を鑑み、限度額を

引き上げるべきではないか。 

 ④ 福祉タクシーの利用助成に関して、介護施設等で把握していない状況も見受け

られるが、周知の状況はどのようか。 

 

 

２ 妙高高原地域リゾート開発における工事車両の通行に伴う陸上合宿者への配慮につ

いて 

本年春より、妙高高原地域リゾート開発の着工が予定されており、工事期間中は、

多くの工事車両の通行が想定される。グリーンシーズンにおいては、杉野沢・池の平

エリアに多くの陸上合宿者が訪れることから、安心安全な練習環境を提供するために、

工事車両の通行ルートを限定するなど、陸上合宿者への十分な配慮が必要ではないか、

市の考えはどのようか。 

 

 

 

９  髙 田 保 則 

 

１ 国際リゾートとしての受け入れ環境の整備について 

2028 年 12 月開業予定の「シックスセンシズ妙高」の工事が令和８年４月から始ま

る予定であり、妙高市が目指す国際観光都市実現の大きな第一歩が踏み出されようと

している。新潟県においても「世界水準マウンテンリゾート圏形成総合促進事業」に

より、産業構造の転換を図ろうとしており、スルーガイド・エリアガイドの育成が挙

げられている。 

妙高市でも世界水準の国際観光都市を目指すにはエリアガイド（地域通訳案内士）

の育成は必須と考えるが、市はどのように考えているか。 

 

 

２ 観光地域づくりのための道路改良、修繕について 

   第４次妙高市総合計画「世界を視野に入れた観光地域づくり」で合宿誘致による地

域の魅力発信と誘客の推進とあるが、県道 399 号線の道路状況はランナーが安心して

走れる状態ではない。当市の観光地域づくりに欠かすことができない市道及び県道の

修繕は重要と考える。県と連携を図り、県道 399 号線の改良を含めた早期修繕を早急

に進めるべきと考えるがいかがか。 

 

 

３ 特色ある文化芸術施策の推進について 

   第４次妙高市総合計画「豊かな心身をつくる環境づくり」で「共に学び、支え合う

生涯学習の推進」においては、講座の選定に苦労がうかがえる。近代日本画を牽引し

た「岡倉天心講座」を開設してはどうか。 
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４ 小中学生のスマートフォン利用について 

小中学生のスマートフォン利用は、いじめや犯罪への懸念がある。世界的にもスマ

ートフォンを使ったＳＮＳ起因のトラブルや被害が問題視され、一定の年齢に達する

までスマートフォンの使用を法律で禁止する国もある。 

1) 当市の小中学生のスマートフォン所持率はどのようか。 

 

2) ＳＮＳ利用によるいじめや犯罪への対策として、スマートフォンを所持している

小中学生に対し、どのような予防策を講じているか。また、どのような指導を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

10  横 尾 祐 子 

 

１ 妙高市の農業施策の現状と課題への対応等について 

  １月 28 日に市内農業関係者 12 名と議会の産業厚生委員会の委員で、「新時代の妙高

市農業を目指して」をテーマに意見交換を行った。その際話し合われた市内農業施策

の現状と課題に対する意見や提言等を踏まえ、以下について伺う。 

1)  繁忙期と閑散期の差が大きく、通年雇用が難しいなどによる深刻な担い手不足、

耕作者の高齢化と後継者不足、中山間地の耕作管理の負担等による耕作放棄地の増

加への対応、解消について、市として短期的にどのように取り組み、中長期的には

どのようなビジョンを描いているか。 

 

  2） 農業施策は、以前の議会において、当市にとって観光施策と双璧をなす重要な施

策であるとの答弁がなされていた。しかしながら、当初予算における農林水産業費

の構成比は 3.5％と、六次産業化推進事業の減とは言っても低いと感じる。意見交

換では、「農業機械を買うのが大変」「参入時の初期投資に費用がかかる」「家族農業

や耕作放棄地対応は、農機具が高額で採算が取れない」という発言があったが、そ

のような課題は、今回の意見交換会以前からあるものと思われる。市として農業関

係者の皆さんに寄り添った中で、課題把握が適切になされているか、また、今後、

金銭的な支援も含め、どのような施策を講じていくか。 

 

  3） 農業の効率化や若手農業者の就農促進等のため、ドローンの活用など、全国的に

スマート農業が進んできているが、中山間地域を多く抱える当市では、課題も多い

と感じる。例えば、ドローンを活用する際も、電波が届きにくいなどの課題もある

ほか、そもそもスマート農業を導入するには、時間を要するなどの課題も聞く。ド

ローンを含むスマート農業施策は、一般的に新たな農業のやり方と言われているが、

当市の現状を踏まえた中で、今後、どのような施策を、どのように展開していくか。 
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２ 令和８年度の各種イベントの周知と徹底について 

   予算・主要事業において「令和８年度の主なイベント」が掲載されている。昨年度

は市制施行 20 周年ということで、様々なイベントが開催されたが、会場がよく分から

ず、参加したいイベントに参加できなかったという声を聞く。 

それを踏まえ、イベントの周知方法、特に、開始時間、会場、内容等、多くの市民

に分かりやすく周知してほしいと思うが、現在の周知方法と、さらなる周知とその徹

底をどのように図っていくか。 

 

 

 

11  阿 部 幸 夫 

 

１ リゾート開発を見据えた交通体系について 

   外資系不動産投資ファンドのペイシャンス・キャピタル・グループ（ＰＣＧ）によ

るリゾート開発計画を受けて、県では昨年７月に「妙高杉ノ原マウンテンリゾート開

発計画連携地域活性化協議会」を設置し、併せて全体会議の下部に４部会を設けた。 

   その一つ、交通・観光部会は、ＰＣＧ、県、関係自治体、交通事業者、金融機関で

組織され、ＭａａＳプラットフォームの導入、既存交通機関の連携促進、ライドシェ

ア導入等の２次交通の確保、上越・妙高・糸魚川、佐渡や十日町方面等に向けた広域

観光ルートの確立を検討するとしているが、それを踏まえ以下について伺う。 

1)  ＭａａＳプラットフォームの導入では、先の総括質疑で近隣自治体との広域連携 

の下での検討や、今年度、新潟県が主体となった地域交通や観光動線のポテンシャ

ル調査を実施しているほか、令和８年度は、交通事業者だけでなく、様々な観光施

設等を組み合わせた実証実験に着手し、併せて、令和 10 年度までの大まかなロード

マップが示された。観光で当市に訪れる皆さんだけでなく、市民にとってもメリッ

トが享受できるシステムとなっているか。 

 

2） 既存交通機関の連携促進やライドシェア導入等の２次交通の確保においては、既

に策定済の「妙高市地域公共交通計画」との整合性を考慮する必要があると思うが

どのように考えているか。 

 

 

２ 脱炭素への取り組みについて 

妙高市ゼロカーボン実行計画では「生命地域妙高セロカーボン推進条例」に基づき、

2050年までの二酸化炭素排出量実質ゼロの実現に向けたスケジュールと具体的な施策

を明確化し、再生可能エネルギーの最大限の導入を図りながら中期的に脱炭素化を維

持し、持続可能な地域の実現を目指すとしており、それを踏まえ以下について伺う。 

1） 次世代型太陽光発電実証実験として、３月末を目途に、妙高クリーンセンター及

び市役所本庁へ、軽量で柔らかいカルコパイライト型の薄膜系太陽光発電設備を設

置する予定としているが、成功すると仮定した場合、その後の普及・拡大にどのよ

うに取り組んでいくか。 

 

2） 実証実験前であると思うが、次世代型太陽電池「カルコパイライト」における、

雪面反射光の影響、湾曲屋根の施工、豪雪地帯の発電効率や積雪荷重に対する耐久

力をどのように捉えているか。 
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3） 天候における発電量の差異はどのようか。 

 

 

 

12  今 田 亜 樹 

 

１ 市民主体のまちづくりを支える相談・伴走支援体制の充実について 

1) 人口減少が進む中、起業や地域活動などに挑戦しようとする市民の動きがある。

一方で、相談窓口がわかりにくい、複数の部署にまたがるなどの声も聞かれる。現

在、市民が起業・地域活動・コミュニティ参加等を希望する場合の相談体制につい

て、市民にとって円滑に次の支援につながる仕組みとなっていると評価しているか。

また、地域づくり協働センターを含む既存の支援機能の役割と課題について、具体

的に伺う。 

 

2) 相談内容が複数部署に関わる場合、庁内でどのような連携・調整を行なっている

か。また、相談から実行までの支援の流れを継続的に把握・検証しているか。市民

からの意見や要望をどのように把握し、体制改善に反映しているか。 

 

3) 妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）は、中心市街地に位置し、多世代が利用す

る公共拠点である。この特性を踏まえ、市民の多様な相談を最初に受け止め、必要

な支援へ確実につなぐ「入口機能」の強化が重要と考える。既存の支援をわかりや

すく整理・発信する体制づくりについて、今後、総合的な相談・伴走支援の拠点と

して、妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）の機能強化を図る考えはあるか。 

 

 

２ 妙高市図書館の資料管理及び運営方針について 

妙高市複合施設まちなか＋（ぷらす）への移転以来、市民から「旧図書館に比べて

蔵書が少なくなった」「書架にすき間が多い」といった複数の声が寄せられている。知

の拠点をめざす図書館として、資料が市民にとって常に利用しやすい状態に維持され

ることは重要である。また、図書館は目的検索だけでなく、書架を通じて思いがけず

本と出会う機会を提供する場でもあると考え、以下について伺う。 

1) 現在の総冊数と開架・閉架別の冊数はどのようか。また、資料を閉架書庫に収蔵

する基準はどのように定めているか。 

 

2) 妙高市図書館条例施行規則第 13 条第２項では、「資料は、特に貴重な資料を除き

自由開架制を原則とする」と規定している。この「自由開架制」とはどのような考

え方に基づくものか。また、なぜ施行規則で規定しているのか。 

 

3) 現在の開架・閉架の構成はどのような経緯で決定されたか。その過程で、施行規

則が定める自由開架制の原則との関係をどのように確認したか。また、自由に書架

を閲覧することによる「偶然の発見」の機会をどのように評価し、資料の配置に反

映しているか。 

 

4) 書架構成や書庫への資料移動について、市はどのように方針決定に関与している

か。 
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5) 妙高市複合施設管理運営計画は、図書館法及び文部科学省告示の「図書館の設置

及び運営上の望ましい基準」に沿って策定されたものか。また、基本的運営方針や

指標、目標、事業計画等について、今後どのように点検、評価を実施するか。 

    

 

 

 

 

13  霜 鳥 榮 之 

 

１ 医療保険制度「改革」関連問題等について 

   諸物価高騰の中で、各種保険制度の内容改定等もあり、限られた収入（年金）の中

で、制度改正とその負担内容等におびえている市民もいる。 

制度も複雑になりつつあり、わかりづらくもなってきている。その内容を少しでも

理解できるように以下の点について伺う。 

1)  県で進めている「保険料水準統一加速化プラン」は、県内全市町村で制度を一本

化し、同じ所得水準、同じ世帯構成であれば同じ保険料（税）としているが、地域

的生活条件が加味されないのか等の課題もある。市として、このような現状をどの

ように県に訴え、同じような状況の他自治体と連携し、県と調整を図っていくか。 

 

2） 国民健康保険運営協議会の税率改正の答申における、応益割・応能割のバランス

調整と負担率等の関係について、答申はあくまでも答申であるという位置づけから、

客観的にどのように捉えているか。 

 

  3） 高額療養費制度の負担上限引き上げは、給付減や受診控えにつながると考えてい

る。そのような市民をどのようにフォローしていくか。 

 

  4） ＯＴＣ類似薬を含む薬剤の自己負担も大きな問題で、該当となる市民をどのよう   

にフォローしていくか。 

 

  5） 昨今、外国人の国保滞納対策が大きな課題の一つになっており、今後、どのよう   

な対応を考えているか。また、海外と市内を頻繁に往来する市内在住の国保滞納者

には、どのような対応を考えているか。 

 

  6） 協会けんぽの保険料率の引き下げや制度の統一化問題について、以前から、公平・

公正の視点から保険制度の一本化を図り、矛盾の解消を呼びかけてきているが、更

なる運動、声を大にして取り組んでほしいがどうか。 

 

 

２ 介護予防・認知症予防に対する支援の拡大について 

   過疎と高齢化が極端に進む中で、隣近所でのお茶飲み等交流もできない状況が、広

がりつつある。地域コミュニティも希薄になり、行政が絡んだ地域の茶の間事業等で

の交流は貴重な存在となっている。 

介護予防・認知症予防のサポーター養成・育成も行なわれているが、サポーターへ

の強力な協力要請により、活動の拡大が必要と思うがいかがか。 
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1） 現在の活動実態をどのように捉えているか。 

 

2） 地域メンバーとの係わりで、介護予防関連の出前講座等、子どもたちとの関わり

の場作り等、無理のない様々な形での幅を広げた関わりが必要と思うが、どのよう

に考えているか。 

 

 

３ 民生委員の活動支援対応等について 

   高齢化が進む中で、必要性は感じつつも民生委員を受けてくれる人がいなくなって

きている。実情をみる中で、年齢的条件もあることから、人選もできない状況にある。

地域の声も色々聞いていると思う。制度改正等も含めた改革も必要になってきている

が、考えはどのようか。 

 

 

 

 

14  島 田 竜 史 

 

１ コンパクトシティに向けた取り組みについて 

行政コストを削減し、持続可能なまちづくりを進めるために、コンパクトシティに

向けた取り組みを推進する必要があると考える。次の２点について伺う。 

1) 戸数の極端に少ない地域等の住民を対象とした、居住の誘導を目的とする計画策

定や施策の実施に向けた体制づくりに努めてはいかがか。 

 

2) 空き家バンクの登録や各種移住支援施策における対象地域の制限に取り組んでは

いかがか。 

 

 

２ 移住・定住施策について 

市内への移住・定住を目的とした補助金等において、対象年齢に上限が無いものが

あるが、その理由はどのようか。また、対象年齢を設定し、若年層に対する支援内容

の拡充を図るべきと考えるがいかがか。 

 


